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在=水 質基準項目 (浄水)50項 目の制定

9項 目の削除 :大腸菌群、1.2-シ
｀
クロロエタン、1.1.2-トリクロロエタン、1.3-シ

ド
クロロフ
°
い
°
ン、シマシ
｀
ン、

チウラム、チオボンカ)'フ
｀
、1.1.1…トリクロ距タン、有機物等 (過マンカラ酸カリウム消費量)

13検 査項目の追加 :大腸菌、シアン化物イオン及び塩化シアン、ホウ酸及びその化合物、

1.4-シ
｀
オキサン、クロロ酢酸、シ

｀
ク回口酢酸、臭素酸、トリクロロ酢酸、ア,レミニウム及びその化合物、

シ
｀
ェオスミン、2-メチ),イソホ

°一,レネオー,,、非イオン界面活性剤、有機物 (全有機炭素 (Toc)の 量)

2,水 道法施行規則の一部改正

水道事業者等は ① 毎事業年度前に水質検査計画を策定の義務づけ。

②水質基準項目 (浄水)の 検査回数の改正。

③検査回数を減らし、また一部の検査の省略をすることが出来る要件の追加。

3.水 質管理目標設定項目を27項 目設定

(快適水質項目、監視項目、ヨ
・
ルフ場使用農葉項目は廃上)

4.原 水の水質検査の実施

(水質基準項目50項 目中40項 目ついて少なくとも年 1回 は実施)
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富士本社 営業部             長 増

生活環境影響調査全般
:富士本社 環 境分析部 分 析本部     鈴 木 ・加醸
(分析全般 担 当)

大気・臭気E騒音・振動の測定は
:菫士本社 環 境分析部 分析1課      望 月裕 コ中西
(大気・具気・騒音・振動 担 当)

排水・環境水を産業廃菜物の測定は
:富士本社 環 境分析部 分析2課      城 所 ・池田
(排水8環境水・産業廃棄物 担 当)



厚生労働省令第101号

水道法(口召和32年法律第177号)第4条第2項の規定に基づき、水質基準に関する省令を次のように定める。

平成15年5月30日

厚生労働大臣 坂口 力

水貿基準に関する省令
水道により供給される水は、次の表の左欄に掲げる事項につき厚生労働大臣が定める方法によって行う検査におい
て、同表の右欄に掲tずる基準に適合するものでなければならない。
！本 は 回 た13項 目

モ
一般細菌 lmLの 検水で形成される集落数が100以下であること。

受 賜 菌 網襲望藍| こヽと

カドミウム及びその化合物 カドミウムの量に関して、0.01 mg/L以下であること。

4 水銀及びその化合物 水銀の量に関して、0.0005mg/L以 下であること。

セレン及びその化合物 セレンの量に関して、001冊g/L以下であること。

鉛及びその化合物 鉛の量に関して、0 01mg/ヒ以下であること。

7 ヒ素及びその化合物 ヒ素の量に関して、0.01 mg/L以下であること。

六価クロム化合物 六価クロムの量に関して、0.05mg/L以下であること。

！対 1差菱 雅 わ 疲抱竜護t=ジ|テ|テ シアンの量1■関:とこれ01れ斐車碁下|で義露=を:
10 硝酸態窒素及び亜硝酸態窒素 10mg/L以下であること。

1 1 フッ素及びその化合物 フッ素の量に関して、0.8mg/L以下であること。

翌 申 毎:輩物‐ 幸 1‐蘭革奎ヨi。市幸壇襲妻である轟勇
四塩化炭素 3.002mg/L以下であること。

増 勢 すillイ■筆現ギ産芸シ ,0車mg/夢1下た発基こと七
1,1-ジ クロロエテレン 〕.02mg/L以下であること。

シスー1ェ2-ジ クロロエテレン 0 04mg/L以下であること。

17 ジクロロメタン 002刑g/L以下であること。

テトラクロロエテレン 3.01 mg/L以下であること。

トリクロロエテレン 0.03mg/L以下であること。

ベンゼン 3 01mg/L以下であること。

セ 1 夕■■‐難酸 102mジヨ残下である喜重

クロロホルム D.06mg/L以下であること。
+23 ジ1匁‐申離酸 ユ04mg/1以下モあることと
24 ジブロモクロロメタン 〕.lmg/L以下であること。

キ25 1 難 酸 !亜 ■以1下【義落ことを

総トリハロメタン(クロロホルム、ジブロモ
クロロメタン、ブロモジクロ回メタン及びブ
ロモホルムのそれぞれの濃度の総和)

3.lmg/L以下であること。

！７，２！米 ‐帥 醸 撃にな以下1動る●と―:

ブロモジクロロメタン D,03mg/L以下であること。

ブロモホルム D.09mg/L以下であること。

30 ホルムアルデヒド D.08mg/と以下であること。

亜鉛及びその化合物 亜鉛の量に関して、1.0冊g/L以下であること。
t32 |力,尋 ム1及ぴそ|のと会物| ア諺ミ=ラム|つ1皇11菊|し=草 ,市せた事1下|で|あ|る|ことを
鉄及びその化合物 鉄の量に関して、0 3mg/L以下であること。

銅及びその化合物 銅の量に関して、1 0mg/L以下であること。

ナトリウム及びその化合物 ナトリウムの量に関して、200mg/と以下であること。



マンガン及びその化合物 マンガンの量に関して、0 05mg/L以下であること。

塩化物イオン 200mg/と以下であること。

カルシウム、マグネシウム等(硬度) 300mg/L以下であること。

蒸発残留物 500mg/L以下であること。

40 陰イオン界面活性剤 0ャ2mg/L以下であること。

一期 ハぐ繁響|ギ'帥 芋ng/L療 1輸 |る―こと
望 麗ナ拝草琴1多,0:理郵lmgれ以下ヽあるこあ
詔 3 守 章活性斉! ∞4mg/車1以下著受ある|=|とと
44 フェノール類 フェノールの量に換算して、0.005mg/L以下であること。

詔 15 装襲彰栗全韓 炭1素【=00)の 1量) 貯 ‐【主ら妥妻=を七
46 p村1直 5.8以上8.6以下であること。

47 味 異常でないこと。

48 臭気 異常でないこと。

49 色度 5度以下であること。

濁度 2度以下であること。

附 則

(施行期日)

第1条  こ の省令は、平成16年4月1日から施行する。
(水質基準に関する省令の廃止)
第2条  水 質基準に関する省令(平成4年厚生省令第69号)は廃止する。
(経過措置)

第3条  平 成17年3月31日までの間は、表45の項中「有機物(全有機炭素(TOC)の量)」とあるのは「有機
物等(過マンガン酸カリウム消費量)」と、「5mg/L」とあるのは「10限g/と」とする。
2こ の省令の施行の際現に布設されている水道により供給される水に係る表41の項及び42の項に掲げる
基準については、平成19年3月31日までの間は、これらの項中「0_00ool mg/と」とあるのは、「0 00002mg/L」と
する。

水質管理目標設定項目

項 目

1 アンチモン及びその化含物
2 ウラン及ひその化含物
3 ニッケル及びその化合物
4 硝酸態室素
5 1 2-ジ クロElエタン

6 ランスー 1 2-ジ クロロエテレン

7 1 1 2-ト リクロロエタン
8 トルエン
9 フタル酸ジ(2-エ チルヘキシル)
中 輪 素 暉

1素醸
二 鮫 化 塩 素

ジクロ回アセトニトリル

クロラール

13母昌
残 留 編 素

右室層 (Ca、 Mg)

マンガン及びその化合物

遊離炭素

1 1 1-ト リクロロエタン
メチル ー1-フ チルエーテル

「布雄物]t彗(KMn04

臭 気 犠 層 ( T O N )

蒸発残留物
濁度

3H

腐食性 (ランゲリア指数 )



水質基準設定までの経緯

水道法第 4条 に基づく水質基準は、昭和 33年 に制定がなされて以来、幾

度か改正が行われてきました。現行の水質基準は平成 4年 に改正されたもの

で、おおむね 10年 が経過しており、その間、耐塩素性病原微生物や新たな

化学物質などの問題が提起され、水道水質管理の充実強化が求められる状況

となりました。また世界保険機構 (wHo)に おいても、飲料水水質ガイ ドラ

インを 10年 ぶりに全面改正する作業が行われていることや、このほか規持J

緩和 =公益法人改革の流れの中、水質検査についてより合理的かつ効果的な

あり方を検討することが求められるようになりました。このため厚生化学審

議会において審議が行われ、平成 15年 4月 28日 に答申がまとめられたの

ち、厚生労働省において 50の 基準項目からなる新しい水質基準に関する省

令を平成 15年 5月 30日 に公布、平成 16年 4月 1日 より施行するはこび

となりました。

基本的考え方

これまで水質基準は 「水質検査と一体としてすべての水道に適用する」と

の考えのもとで設定されてきました。このため全国的に問題を生ずるような

物質や項目に関して水道法に基づく水質基準とされていました。今回の改正

では、法律による強制力と効率性の観点から改めて水質基準のあり方を見直

し、全国的に見れば検出率が低い項目であっても地域や水源の種類および浄

水方法により、人の健康の保護または生活上の支障を生ずるおそれのあるも

のについては、すべて水道法第 4条 の水質基準項目とされています。

また水質基準項目とする必要のない、または毒性評価より水質基準とする

ことが見送られた項目のうち、一般環境で検出される項目、使用量が多く検

出される可能性のある項目などについては 「水質管理目標設定項目」として

分類され、水道水質管理上留意すべき項目として関係者の注意を喚起するこ

としました。

なおこれらが定められたことに伴い、水質検査において各水道事業者が原

水や浄水の水質に関する状況に応じて、合理的な範囲で検査の回数を減らす

または省略することが出来るよう、水道法施行規則において規定の整備が行

われました。


